
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■施策の基本的方向と具体的な施策 
戦略 1 能登の里山里海を活かし、人材の育成と安定した雇用ができる「しごと」をつくる 

【基本的方向】 
・町内の農林水産業と商工業等の連携、課題解
決型人材や企業の誘致 

・未来技術や地域資源を活用したイノベーシ
ョンの創出 

・商品等の高付加価値化等により、能登のしご
と、生業を継承 

・人材育成を進め新たな「しごと」のスタイル
を確立 

【具体的な施策・事業】 
①農林水産業の稼ぐ力を強化し、産業全体の発展を図る 

鳥獣被害防止対策事業/農業生産振興対策事業/農業振興作物産地強化促進事業/担い手育成農業機械整備支援事業/農業次世代人材投資事業/担い手
育成型スマート農業推進事業/中山間地域等直接支払事業/能登牛生産体制整備事業/能登牛ＰＲ振興事業/緩衝帯整備事業/里山木の駅プロジェクト/
漁業生産基盤促進事業/養殖業促進事業/いか釣り漁業経営資金緊急対策事業/水産物鮮度保持施設・加工処理施設の運営/トキ放鳥受入推進事業 

 
②里山里海と「しごと」をつなぐ 

郷土愛を深め、ふるさとに誇りを持てる実践教育/新規就業者に向けた情報発信や人材の確保への取組/創業支援事業計画による創業支援/地域資源
活用ビジネス支援事業/沿岸沖合漁船員就業対策事業/農林水産業に関する技術向上や資格取得講習会の町内開催支援/能登町第 1 次産業 U･I ターン
支援事業/新人･再就職介護従事者就業支援給付金/能登町エンデバーファンド 21/キャッシュレス決済推進 

 
③課題解決型人材の誘致及び推進主体の形成 

大学連携推進事業/共創ワークショップ等の開催/地域外複業人材活用促進事業/新規産業の創出･産業連携の促進事業/企業研修･サテライトオフィス
誘致の推進/企業版ふるさと納税に取り組む 

 
 戦略 2 人と人の交流を深め、賑わいを創出し、能登町で暮らす「ひと」の流れをつくる 

【基本的方向】 
・のと里山空港、のと里山海道等の交流基盤の
強化を図る 

・町民が豊かな地域資源を学ぶとともに、町民
同士の集落間交流・世代間交流により賑わい
を創出 

・町外の人との交流を活性化し、より結びつき
の強い関係人口への発展を図ることにより、
能登町で暮らす「ひと」の流れをつくる 

【具体的な施策・事業】 
① 地域の風土・文化の学習 

郷土愛を深め、ふるさとに誇りを持てる実践教育/ICT の活用等による学校教育環境の充実/能登高校魅力化プロジェクト/金沢大学能登海洋水産セン
ターとの連携推進/共創ワークショップ等の開催/トキ放鳥受入推進事業/旧町村史デジタルアーカイブ 

 
②インバウンドを含む交流人口の拡大 

大会合宿等誘致事業/杜氏振興協会への活動支援/観光誘客促進宿泊助成事業/外国人観光客等「おもてなし」向上プロジェクト事業/外国人旅行者誘
客事業/「イカの駅つくモール」を活用した観光振興/地域づくりイベント事業 

 
③地域資源を媒介とする関係人口の創出 

大学連携推進事業/共創ワークショップ等の開催/ワーケーションや地方創生テレワークに取り組む/課題解決型人材研修などプロボノ活動実践者と
の連携強化/地域外複業人材活用促進事業/企業版ふるさと納税に取り組む 

 
④関係人口から定住人口への展開 
定住促進協議会事業/移住促進引越支援事業/移住促進家賃支援事業/定住住宅助成金事業/ふるさと空き家活用事業/空き家家財道具等処分助成金事業 
 

 戦略 3 若い世代の希望に叶った結婚・出産・子育てができる環境をつくる 

【基本的方向】 
・若い世代の希望に叶う結婚・出産・子育て環
境を充実させ、安心して出産し、幸福感の高
い家庭の構築につながるまち、個人の置かれ
た状況に応じ、多様で柔軟な働き方を選択で
きる社会を目指す 

【具体的な施策・事業】 
①幸福感の高い結婚と家庭の構築 

婚活支援事業/新婚生活支援事業/子宝支援事業/産前・産後子育て応援ヘルパー派遣事業/出産子育て応援交付金/すこやかあかちゃんお祝い金交付
事業/子ども医療費給付事業/食育推進事業/次世代育成支援対策事業/児童センター事業/まつなみキッズセンター再整備/ふるさと空き家活用事業/
定住住宅助成金事業 

 
②ワーク・ライフ・バランスの実現と女性活躍社会の推進 

土曜日保育の充実/ファミリーサポート事業の体制整備/子育ての悩み相談体制の強化/地域子育て支援拠点事業/放課後児童健全育成事業（放課後児
童クラブ）の充実/統合保育所整備事業/学校給食費助成事業 
 

 戦略 4 「ひと」と「地域」の絆による地域力を高め、安心して暮らし続けられる「まち」をつくる 

【基本的方向】 
・集落を構成する人口・世帯数の減少や将来的
な無居住化の危機に対して備える 

・公共施設等インフラに関し、公共施設等マネ
ジメントを適切に実施していく 

・健康寿命の延伸及び公的な福祉サービスと
コミュニティにおける助け合いによる生活
支援体制の確立を目指す 

【具体的な施策・事業】 
①コミュニティ維持を基礎とする防災力、安心安全の構築 
自主防災組織育成事業の推進/防災士の資格取得の推進/公民館特色ある活動事業/「能登町の歴史・文化・自然」刊行事業/大学連携推進事業/GPS 除

雪管理システム導入/除雪機械オペレーター育成支援事業/地域コミュニティ活性化事業/電子自治体推進事業 
 
②公共施設・インフラの維持管理費用の抑制 
公共施設等総合管理計画、公共施設個別施設計画の推進/遊休施設の民間利用又は解体の推進 

 
③健康・生きがいづくりの推進 

特定健康診査、がん検診の受診率向上への取組/健康な食生活の推進/能登町高齢者見守り応援隊「ひまわりネットワーク」の推進/健康増進や介護予防に資するボランティアの養成やボ
ランティア活動の推進/高齢者の閉じこもり防止を目的にした高齢者交流会の活動の推進/新人・再就職介護従事者就業支援給付金/生涯学習・公民館活動の推進/生涯スポーツの推進 

第２期能登町創生総合戦略 概要版 

能登町の現況 
 

このまま人口が減ると、まちはどうなるか？ 
20 年後（2040 年）の人口構造※国の推計 

 

 

■将来人口目標（高齢化率） 
2040 年 約 10,000 人（約 50％） 
2060 年 約 6,500 人（約 40％） 

【出生率】 
2040 年までに 2.07 を達成 

【純移動率】 
・20 代～30 代の転入を 2030 年までに促進 
・子供の転出入を 2030 年までに均衡 
・その他年齢階層は 2030 年までに 

転出超過率を半減 

住んでいる人が、 
活き活きと暮らすまち 

若者の関係人口が増え、 

多様な絆で結ばれるまち 
ＵI ターンが増え、仕事、 

暮らしが定着するまち 

能登のしごと、生業が 

継承されるまち 
能登の里山里海教育が 

発展していくまち 

集落生活圏、生活文化が 

受け継がれるまち 

女性活躍、ワーク・ライフ・ 

バランスが進むまち 

公共施設・インフラ再編に 

より財政を維持するまち 

高齢者が生きがいを感じ 

自立期間が長いまち 

【人口構造の改善】 

【能登資本の継承】 

【暮らしの再構築】 

目指す姿  若者が集い、能登の暮らしを受け継ぐまち 
【
多
様
な
ひ
と
び
と
に
よ
る 

協
働･

共
創
】 

・総人口は  8,648 人  
・0～4 歳は   141 人  
・15～64 歳は 3,242 人 
・65 歳以上は 4,894 人 
・90 歳以上は   884 人 

 (2015 年の約半分) 
 (1 学年 28 人) 
 (人口比 37％) 
 (人口比 57％) 
（人口比 10％） 

◆人口構造の変化は、 
まちにどのような影響を及ぼすのか 

 
●人口減少により、 
同じライフステージの人が少なくなります 

 
例)複数の小中学校の維持が難しい、部活動･サーク
ル活動が限定される、結婚相手が少ない、労働者が
減り後継者が不足、地域の経済が縮小 
 
●過疎化により、 
一人あたりの距離や空間が広くなります 
 

例)集落の維持が困難になる(草刈り、用水路の管
理、祭礼）、買物客が減り商売が成立しにくくな
る、公共サービス(窓口、バス、医療、介護)が非
効率になる、一人あたりのインフラ費用が増大 
 
●高齢化により人口構造の質が変わります 

例)生活支援が必要な人の割合が増える、介護や医
療を支える人が不足する 

 

新たに取り入れる視点 
 

関係人口を地域の力にしていく 
関係人口は、その地域の担い手として活躍する

ことにとどまらず、地域住民との交流がイノベー
ション、内発的発展につながるほか、将来的な移
住者の増加にもつながることが期待されます。 
 
Society5.0 の実現 

Society5.0 の実現に向けた技術は、自動化に
より人手不足の解消や、地理的・時間的制約を克
服することが可能であり、（高齢者も含めた）利
便性の高い生活を実現し、地域コミュニティの活
力を高めることができると考えられています。 
 

持続可能な開発目標（SDGs）の推進 
SDGs は、全ての関係者の役割を重視し、「誰一

人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のあ
る社会の実現を目指して、経済・社会・環境を巡
る広範な課題解決に統合的に取り組むものです。 


